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　本件は、Ｙ社造船所の下請労働者（社外工）として、同造船所構内で、ハンマー打ち作業等に従
事していた労働者らが、聴力障害（難聴）に罹患したのは、Ｙ社で騒音作業に従事したことによる

ものであるとして、Ｙ社の安全配慮義務違反を主張してＹ社に損害賠償を求めた事案の最高裁判決
である。
　本判決は、直接の雇用関係がない下請労働者に対する元請企業の安全配慮義務を、最高裁が正面から
認めたケースであり、重要な判決として位置づけられている。

1　当事者等

（１）訴えた側

　訴えた（原告ら）のは、Ｙ社の下請会社の労働者（下

請工、社外工）としてＹ社造船所内で、ハンマー打ち

作業等に従事し、それによって聴力障害（騒音性難聴）

となった労働者およびその遺族ら合計２２名（以下「Ｘ

ら」という）である。

（２）訴えられた側

　訴えられた（被告）のは、Ｘらとは雇用関係がない元

請企業であったＹ社である。

2　Ｘらの請求の根拠

　Ｘらは、Ｙ社には騒音職場における事業者として、

下請の労働者を安全に就労させるべき安全配慮義務が

あったにもかかわらずこれを怠り、その結果Ｘらは騒

音性難聴となった。したがって、Ｙ社には不法行為ま

たは安全配慮義務違反があり、Ｘらに対し、損害を賠

償すべき義務があると主張した。

３　事実関係の概要（裁判で認定された事実関係）

　Ｘらは、Ｙ社造船所の下請工、社外工としてＹ社造

船所構内で就労していた。同造船所の敷地・ドック・

工場建物・クレーンその他の機械類・工具類のすべて

がＹの所有、管理にかかるものであり、作業内容につ

いてもＹ社と直接雇用関係にある本工と同一作業で

あった上、本工と同様にＹ社の指揮・監督を受けていた。

Ｙ社造船所では、船舶を中心に製品を製造していたが、

船舶の建造作業等は騒音をともなうものであった。

　そこで、Ｙ社では、騒音測定、聴力検査を実施する

とともに、耳栓を支給して耳栓の装着について種々指

導・啓蒙を行った。もっとも、下請工・社外工につい

ては、本工に比し、耳栓の支給が遅れたり必ずしも十

分に支給がなされなかった。また、耳栓の装着指導に

ついても、下請工関係に対するものまでも含めると万

全なものであったとは言い難かった。その結果、Ｘら（一

部の者を除く）は、Ｙ社造船所における作業に従事し

たことによって騒音性難聴に罹患した。

１　神戸地裁判決

　１審の神戸地裁は、Ｙ社は「ある法律関係に基づい

て特別な社会的接触の関係に入ったもので、当該法律
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関係の付随義務として信義則上Ｘらに対して安全配慮

義務を負う」として、時効の完成が認められる５名を除

き、原告らの請求を認めた（認容額は、症状に応じて

88万円から220万円および遅延損害金）。

２　大阪高裁判決

　２審の大阪高裁も、Ｙ社の安全配慮義務違反を認め

た（ただし、１審が認容した者のうち一部については、

聴力障害とＹ社での業務との間に因果関係は認められ

ないとして棄却した）。

３　Ｙ社の上告理由

　上記２審の判決を受け、Ｙ社は、安全配慮義務は、

労働者が使用者の指揮命令に服して労務提供すべき

義務がある場合、これに対応して信義則上負うもので

あるから、その適用範囲は使用者と何らかの契約関係

にあり、労働者が使用者に対して直接義務を負担する

場合に限定されるべきであるとして、元請企業が直接

の雇用契約関係にない下請労働者に対しても安全配慮

義務を負うとした原判決には法令解釈に誤りがあると

主張して上告した。

　最高裁は、Ｙ社の上告を受け、以下のように述べて、

原審（２審の高裁判決）の判断を是認し、上告を棄却し

た。 

　「右認定事実によれば、上告人の下請企業の労働者

が上告人の神戸造船所で労務の提供をするに当たって

は、いわゆる社外工として、上告人の管理する設備、

工具等を用い①、事実上上告人の指揮、監督を受けて

稼動し②、その作業内容も上告人の従業員であるいわ

ゆる本工とほとんど同じであった③というのであり、こ

のような事実関係の下においては、上告人は下請企業

の労働者との間に特別な社会的接触の関係に入ったも

ので、信義則上、右労働者に対し安全配慮義務を負う

ものであるとした原審の判断は、正当として是認でき

る。」

（下線は筆者）。

　元請企業の下請労働者に対する安全配慮義務に

ついて、最高裁は、本判決に先立つ鹿島建設・大

石塗装事件判決（最高裁第一小法廷　昭和55年12月

18日判決）でも言及していたが、この事例では安全

配慮義務の存否は争点とされなかった。このような

中で、本判決は、元請企業の安全配慮義務の存否

を正面から判断し、上記下線①ないし③の事実関

係の下では元請企業は安全配慮義務を負うとした。

その後の裁判例では元請企業や発注者の安全配慮

義務が広く解される傾向にあり、①および②の事実

が認められた場合には（③の事実が認められなくと

も）、元請企業や発注者の安全配慮義務が肯定され

ている。最近のアテスト（ニコン熊谷製作所）事件（東

京高裁平成21年７月28日判決）でも、発注者が被災

者の就業の全過程を管理監督していたとの事実認

定を前提に、請負企業労働者の過労自殺について、

発注者の安全配慮義務違反を認定している。

　昨今問題とされている「偽装請負」の観点からすれ

ば、元請企業が下請労働者に対して直接指揮命令を

することがないようにすべきであるが、この様に安全

配慮義務が広く認められる傾向にあることからすれ

ば、こと安全衛生に関しては、元請企業としては、

下請企業を通じて下請労働者の安全衛生確保にも努

める必要があろう。「労働者派遣事業と請負により行

われる事業との区分に関する基準」（昭和61年労働

省告示37号）でも、「適正な請負」のためには、下請企

業が「労働者の服務上の規律に関する事項について

の指示その他の管理を自ら行うこと」が必要であると

しながらも（同告示、II,1,(3),①）「安全衛生、機密の

保持等を目的とする等の合理的な理由に基づいて相

手方が労働者の服務上の規律に関与することがあっ

ても、直ちに当該要件に該当しないと判断されるも

のではない」と解されているところである（厚生労働

省職業安定局「労働者派遣事業関係業務取扱要領」

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/

jukyu/haken/youryou/）。
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